
匝瑳市行政改革大綱（平成２３年度版）進行管理表【平成２４年３月３１日現在】 

 

１ 定員管理及び給与の適正化並びに組織機構の見直し 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

① 定員管理の適正化 

 

（総務課） 

 

職員の定員管理の適正化により人件費の抑制を図る。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号１－１】

平成２３年度実績 

削減額 ▲６０，５５０，０００円 

削減数 ▲７人 

削減率 ▲１．７９％ 

※平成２３年度実績は、平成２２年度との対比 

※削減額は、職員１人の平均人件費を８６５万円で算出 

※病院事業会計に属する医療職等の職員を除く。 

（内訳） 

平成２２年度退職者数 ▲１１人 

内訳 行政９人、技能１人、教育１人 

平成２３年４月１日 ３３１人 

採用者数４人 （行政３人、教育１人） 

→ H22退職者▲11人＋H23採用者4人＝▲削減数7人 

 

（参考・平成２４年度の実績） 

平成２３年度退職者数  ▲２５人 

内訳 行政２１人、技能２人、教育１人、保育士１人 

平成２４年４月１日 ３２１人 

採用者数１５人 （行政１４人、保育士１人） 

→ H23退職者▲25人＋H24採用者15人＝▲削減数10人 

 

○ 
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１ 定員管理及び給与の適正化並びに組織機構の見直し（つづき） 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

② 臨時職員・任期付職

員等の活用 

 

（総務課） 

 

 

真に必要とされる行政需要に対しては、原則として職員の配置

転換により対処する。 

しかし、一定の期間内に終了することが見込まれる業務又は一

定の期間内に限り業務量の増加が見込まれる業務については、業

務量の増加が職員数の増加に繋がらないようにするため、任期付

職員制度を活用する。 

なお、臨時職員及び非常勤職員については、任期付職員制度の

活用を図る観点から、その運用を見直し、位置づけを明確化する。

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号１－２】

任期付職員（特定任期付職員）１人（匝瑳市民病院事務局長）

の採用 

 

○ 

③ 常勤特別職職員等

の人件費の抑制（給

料月額・期末手当の

削減） 

 

（総務課） 

 

 

常勤特別職職員等の給料月額及び期末手当を次のとおり減額

する。 

削減目標額：２，６００千円 

 

 給料月額 期末手当 

市 長 ▲１０％ ▲ ５％

副市長 ▲ ５％ ▲ ５％

教育長 ▲ ５％ ▲ ５％

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号１－３】

平成２３年度実績 

削減額   ▲２，１０７，９８８円（Ａ）＋（Ｂ） 

※削減額は、削減しなかった場合の支給額との対比 

（内訳） 

給料月額 ▲１，６９８，０００円（Ａ） 

（市長１０％、副市長５％、教育長５％の減） 

（市長▲936,000円、副市長▲399,000円、教育長▲363,000円）

期末手当   ▲４０９，９８８円（Ｂ） 

（市長 ５％、副市長５％、教育長５％の減） 

（市長▲172,673円、副市長▲147,215円、教育長▲90,100円） 

※教育長は、平成２３年４月１日就任のため、６月期の在職期

間割合３０／１００で支給。 

○ 

 - 2 -



１ 定員管理及び給与の適正化並びに組織機構の見直し（つづき） 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

④ 一般行政職職員の

人件費の抑制（管理

職手当（病院以外）

の削減） 

 

（総務課） 

 

管理職手当（病院以外）を５％削減する。 

削減目標額：１，３００千円 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号１－５】

平成２３年度実績 

削減額  ▲１，２８３，５４６円 

※削減額は、削減しなかった場合の支給額との対比 

 

（参考） 

平成２３年度支給額  ２４，２９８，２９９円 

平成２２年度支給額  ２２，８０３，９８４円 

※削減率は、２３年度：５％、平成２２年度：１０％ 

 

○ 

⑤ 一般行政職職員の

人件費の抑制（特殊

勤務手当の見直し） 

 

（総務課） 

 

特殊勤務手当の支給対象の勤務が著しく危険、不快、不健康又

は困難な勤務その他著しく特殊な勤務かどうかを見極め、見直し

を図る。 

その上で、勤務形態の変化等により勤務の特殊性が薄れたもの

については、当該手当の廃止又は支給対象者、対象勤務、金額の

見直しを図る。 

目標額：支給額６００千円以内 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号１－６】

平成２３年度実績 

削減額  ▲１９，９５０円 

※削減額は、平成２２年度支給額との対比 

 

平成２３年度支給額  ５５４，６５０円 

平成２２年度支給額  ５７４，６００円 

 

○ 
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１ 定員管理及び給与の適正化並びに組織機構の見直し（つづき） 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

⑥ 一般行政職職員の

人件費の抑制（時間

外手当の削減） 

 

（総務課） 

 

 

人件費の抑制と職員の健康保持、公務能率の確保を図るため、

時間外勤務の抑制に努める。 

１ ノー残業デイの設定 

２ 所属長による事前命令及び実施内容の確認の徹 底  

３ 時間外勤務削減計画の実施 

４ 「ずれ勤務制」の対象職場の拡大の検討 

市民団体に関する業務担当課、公民館、図書館等、業務の

内容から通常の勤務時間外に業務を実施している部署への

「ずれ勤務制」への導入の検討 

目標額：支給額４０，０００千円以内 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号１－７】

平成２３年度実績 

削減額   ▲２８，４１３，１９１円 

（病院以外 ▲２６，２７０，６７９円） 

（病院    ▲２，１４２，５１２円） 

※削減額は、平成２２年度支給額との対比 

・平成２３年度支給額     ４５，０４７，５９２円 

（病院以外 ３４，１４７，７４７円）

（病院   １０，８９９，８４５円）

※平成23年度支給額のうち1,928,001円は東日本大震災関係 
 

・平成２２年度支給額     ７３，４６０，７８３円 

（病院以外 ６０，４１８，４２６円）

（病院   １３，０４２，３５７円）

※平成22年度支給額のうち20,141,681円は東日本大震災関係

 

削減時間  ▲１３，３６５時間 

（病院以外 ▲１２，２８５時間） 

（病院    ▲１，０８０時間） 

※削減時間は、平成２２年度時間外勤務手当支給時間との対比 

・平成２３年度支給時間    ２３，０５１時間 

（病院以外 １７，９３４時間） 

（病院    ５，１１７時間） 

※平成22年度支給時間のうち787時間は東日本大震災関係 
 

・平成２２年度支給時間    ３６，４１６時間 

（病院以外 ３０，２１９時間） 

（病院    ６，１９７時間） 

※平成22年度支給時間のうち7,877時間は東日本大震災関係 

○ 
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１ 定員管理及び給与の適正化並びに組織機構の見直し（つづき） 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

⑦ 各種委員等の定数

の削減及び報酬等

の見直し 

 

（総務課） 

 

各種委員会の委員等（附属機関の委員等で非常勤特別職の者

等）の定数や報酬等について、当該委員会の存在意義を含め、見

直しを行う。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号１－１０】

 

 

× 

⑧ 定員・給与等の状況

の公表 

 

（総務課） 

 

定員・給与等の状況を他団体との比較や全国的な指標を示すよ

うにするなど、市民が理解しやすい工夫を講じ、広報紙・ホーム

ページを通じて公表する。 

【公表事項】 

（ア） 職員の任免及び職員数に関する状況 

（イ） 職員の給与の状況 

（ウ） 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

（エ） 職員の分限及び懲戒処分の状況 

（オ） 職員の服務の状況 

（カ） 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

（キ） 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（ク） 勤務条件に関する措置の要求の状況 

（ケ） 不利益処分に関する不服申立ての状況 

（コ） その他市長が必要と認める事項 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号１－１１】

匝瑳市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づ

き、広報そうさ、市ホームページ等により公表 

○ 
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１ 定員管理及び給与の適正化並びに組織機構の見直し（つづき） 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

⑨ 人材育成の推進 

 

（総務課） 

 

「匝瑳市人材育成計画」に基づき、職員の政策形成能力、法務

能力等の業務遂行能力を高め、分権型社会の担い手にふさわしい

人材を育成する。 

【主な取り組み事項】 

（ア） 経歴管理制度、複線型人事管理等の導入の検討  

（イ） 自己申告制度の拡充 

（ウ） 庁内公募制の導入の検討 

（エ） 女性職員の登用 

（オ） 人事異動の基本的な考え方の公表 

（カ） 研修の多様化 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号１－１２】

主な取組事項のうち、 

（イ）自己申告制度の拡充、（エ）女性職員の登用、（オ）人

事異動の基本的な考え方の公表、（カ）研修の多様化につい

ては、一部実施済 

△ 

⑩ 組織機構の見直し 

 

（総務課） 

職員数の削減による市民サービスの低下を防ぎ、市民ニーズに

対応できる柔軟な組織機構の構築に努めるとともに、組織のフラ

ット化（班体制）の効果を十分に発揮できるようにその組織運用

の理念を職員に周知徹底し、その効果を検証し、職員数の削減等

の要因を考慮した組織機構の構築に努める。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号１－１３】

 

・重要政策等の推進に向けた組織体制とするため、企画課内に

まちづくり戦略室を設置した（Ｈ２３．４．１）。 

・生涯学習に係る組織体制の充実・強化を図るため、教育委員

会生涯学習課生涯学習室に生涯学習班を設置した（Ｈ２３．

４．１）。 

・市民の生涯学習の推進及び生活文化の向上を図るため、匝瑳

市野栄環境改善センターを廃し、匝瑳市生涯学習センターを

設置した（Ｈ２３．７．１）。 

 

 

◎ 
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２ 事務事業の見直し等 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

① 事務事業の見直し 

 

（企画課、総務課、 

財政課、各課） 

事務事業の必要性及び実施主体の在り方について、事務事業の

内容及び性質に応じた分類、整理等の仕分けを踏まえた見直しを

行うものとする。 

その結果を踏まえて、所期の目的を達成した事務事業や公共サ

ービスとして行う必要のないもの、その実施を民間が担うことが

できるものについては、事務事業の廃止、縮小等の見直しを図る

ものとする。 

【主な取り組み事項】 

１ 全ての事務事業の必要性及び実施主体の見直し 

２ 事務事業の廃止、縮小等 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号２－１】

 

平成２３年度実績 

削減額  ▲１９，９１１，９００円 

 

市総合計画実施計画策定の基礎資料として作成する主要個

別事業計画兼簡易事務事業評価調査票により、簡易事務事業評

価実施方針に基づく評価を実施し、施策の効果的な推進を図っ

た。 

▶ 対象事業 

・新規事業 

・概ね１００万円以上の事業 

・市総合計画計上事業 

▶ 平成２３年度に廃止した事務事業 

・こんにちは赤ちゃん給付金支給事業 

平成２２年度支給額   ５，８８０，０００円 

見直し理由 子ども手当制度の創設 

・市税納期前納付奨励事業 

平成２２年度支給額  １４，０３１，９００円 

見直し理由 特別徴収による納付については対象外とな

ることから不公平感が生じており、県内他市町

村でも廃止の方向にあるため 

 

○ 
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２ 事務事業の見直し等（つづき） 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

② 行政評価システム

の導入 

 

（企画課） 

市民本位の良質な公共サービスを提供するため、行政の執行体

制である政策、施策、事務事業のそれぞれについて、予算に対す

る業績、成果を一定の基準・指標を用いて客観的に評価し、公表

する行政評価システムを導入し、事務事業の合理化及び重点的な

実施を図る。 

また、評価の主体に当たっては、職員による行政内部による評

価のみならず、市民の視点から行政評価を行うため、市民による

外部評価を実施する。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号２－６】

市総合計画実施計画策定の基礎資料として作成する主要個

別事業計画兼簡易事務事業評価調査票により、簡易事務事業評

価実施方針に基づく評価を実施し、行政評価システムの試行と

課題の抽出・整理に努めた。 

同調査票を基に主要個別事業計画兼簡易事務事業評価総括

表を作成し、パブリックコメントを実施して市民意見の聴取に

努めた。 

△ 

③ 行政マネジメント

システムの構築 

 

（企画課） 

 

計画策定（Plan）→実施（Do）→検証（Check）→見直し（Action）

のＰＤＣＡサイクルによる経営的な視点に立った行政運営を管

理する行政マネジメントシステムを構築する。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号２－７】

行政評価システムの確立が必要となるため、同システムの導

入に併せて検討を進める。 

× 

 

 - 8 -



３ 民間委託等の推進 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

① 民間委託等指針（仮

称）の策定 

 

（企画課、総務課） 

行政サービスの提供主体について、行政と民間の役割を見直

し、「民間にできることは民間に」との考え方に立ち、簡素で効

率的な行政運営を実現するため、また、民間委託、指定管理者制

度、ＰＦＩ等の民間活力の効果的な導入を推進するため、民間委

託等の実施時期等を示した「民間委託等指針（仮称）」を策定す

る。 

なお、委託した事務事業について、行政として責任が果たせる

よう、適切に評価及び管理を行うものとする。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号３－１】

事務事業の内容や性質に応じ、サービス提供主体を適切に選

別する必要があるため、行政評価システムの導入に併せて検討

を進める。 

× 

② 学校給食センター

への民間活力の導

入 

 

（学校教育課、給食室） 

・八日市場学校給食センターと野栄学校給食センターの統合時に

おける民間活力の導入について検討する。 

・民間活力の導入による低廉かつ良質な学校給食の提供について

検討する。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号３－２】

調理業務の委託に係るメリット・デメリットを検証し、統合

に向けて調査、検討する。 

× 
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３ 民間委託等の推進（つづき） 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

③ 市バス等の運転業

務の全面委託 

 

（財政課） 

市バス等の運転業務について全面委託を推進する。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号３－３】

平成２３年度実績 

削減額  ＋３６２，２５０円 

自動車運転技師の定年退職（平成２１年３月）により、平

成２１年４月から全面委託を実施。 

※削減額は、平成２２年度委託料との対比 

 

平成２３年度委託料  ２，２７１，１５０円 

平成２２年度委託料  １，９０８，９００円 

 

○ 

④ 学校用務員の全面

委託 

 

（学校教育課） 

学校用務員について全面委託を推進する。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号３－４】

平成２３年度実績 

削減額  ０円 

学校用務員の定年退職（平成２０年３月）により、平成２

０年４月から全面委託を実施。 

※削減額は、平成２２年度委託料との対比 

 

平成２３年度委託料  ２９，６０２，８８４円 

平成２２年度委託料  ２９，６０２，８８４円 

 

○ 
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３ 民間委託等の推進（つづき） 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

⑤ 公共サービスに関

する官民競争入札

等の導入の検討 

 

（総務課、各課） 

１ 「窓口６業務」の官民競争入札・民間競争入札の導入につい

て検討する。 

２ 官民競争入札・民間競争入札の対象となる公共サービスの順

次拡大を図る。 

３ 「透明性」、「中立性」及び「公正性」を確保するため、競

争の導入に公共サービスの改革に関する法律（公共サービス改

革法）に基づく条例による市の附属機関としての「官民競争入

札等監理委員会（仮称）」の設置について検討する。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号３－５】

・「窓口６業務」の官民競争入札・民間競争入札 未導入 

・官民競争入札等監理委員会（仮称） 未設置 

× 
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３ 民間委託等の推進（つづき） 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

⑥ 指定管理者制度の

活用 

 

（総務課、各課） 

 

既に指定管理者制度を導入している施設における指定管理者

制度の推進を図るとともに、未導入の施設における指定管理者制

度の導入の是非について検討を行う。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号３－６】

（指定管理者制度導入施設） 

公の施設の名称 指定管理者 

豊栄コミュニティセンター 豊栄地区区長会 

須賀コミュニティセンター 須賀地区区長会 

匝瑳コミュニティセンター 匝瑳地区区長会 

豊和コミュニティセンター 豊和地区区長会 

吉田コミュニティセンター 吉田地区区長会 

飯高コミュニティセンター 飯高地区区長会 

共興コミュニティセンター 共興地区区長会 

平和コミュニティセンター 平和地区区長会 

椿海コミュニティセンター 椿海地区区長会 

心身障害者福祉作業所 

ほほえみ園 

特定非営利活動法人 

匝瑳市手をつなぐ育成会 

ふれあいパーク八日市場 ふれあいパーク八日市場 

有限会社 

（指定の期間） 

・地区コミュニティセンター 

平成２３年４月１日～平成２８年３月３１日（５年間） 

・心身障害者福祉作業所ほほえみ園 

平成２１年４月１日～平成２４年３月３１日（３年間） 

・ふれあいパーク八日市場 

平成２１年４月１日～平成２４年３月３１日（３年間） 

○ 
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４ 第三セクター等の見直し 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

① 第三セクターの経

営状況の公表等 

 

（産業振興課） 

 

ふれあいパーク八日市場有限会社の事業内容、経営状況、公的

支援等の経営状況について、広報紙及びホームページでの公表を

行う。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号４－１】

会社の事業内容、経営状況等については毎年議会報告をして

いるので、取締役会で議会報告と同様の内容を公表する了解を

得て、市ホームページに公表をすることとしたい。 

 また、現在、会社ホームページの立ち上げ準備を進めており、

ホームページが立ち上がった後、取締役会で公表の了解を得て、

会社の事業内容、経営状況等を公表する。 ○ 

② 匝瑳市土地開発公

社の解散の検討 

 

（財政課） 

匝瑳市土地開発公社の保有する土地を匝瑳市へ売却した上で、

公社の解散について検討を進める。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号４－２】 

 

平成２３年 ４月～７月 匝瑳市へ保有土地の売却 

８月    庁議（解散方針決定） 

９月    市議会（全員協議会） 

１２月    市議会（解散議決） 

〃     解散認可申請（知事あて） 

〃     解散認可通知（知事発） 

平成２４年 ３月    市議会（決算報告） 

〃     残余財産繰入 

〃     清算結了 

◎ 
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４ 第三セクター等の見直し（つづき） 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

③ 基準外繰入金の抑

制 

 

（市民病院） 

一般会計から病院会計への基準外繰り入れについて、極力抑え

るものとする。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号４－５】

 

平成２３年度 

繰入金削減額     ▲４６,６２２,０００円 

※繰入金削減額は、平成２２年度との対比 

 

平成２３年度繰入金  ５３０,５２６,０００円 

平成２２年度繰入金  ５７７,１４８,０００円 

 

○ 

④ 病院事業に係る管

理職手当（医師を除

く）の削減 

 

（市民病院） 

病院事業に係る管理職手当（医師を除く。）を５％削減する。

削減目標額：２００千円 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号４－６】

 

平成２３年度実績 

削減額  ▲２０５,７４４円 

※削減額は、削減しなかった場合の支給額との対比 

 

（参考） 

平成２３年度支給額  ３,９０８,０４４円 

平成２２年度支給額  ３,８５１,５８４円 

※削減率は、２３年度：５％、平成２２年度：１０％ 

 

○ 
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４ 第三セクター等の見直し（つづき） 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

⑤ 病院事業に係る時

間外勤務手当（医師

を除く）の削減 

 

（市民病院） 

病院事業に係る人件費の抑制と職員の健康保持、公務能率の確

保を図るため、同事業の一般行政職職員及び医療職職員（医師を

除く。）の時間外勤務の抑制に努める。 

目標額：支給額１０，０００千円以内 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号４－８】

平成２３年度実績 

削減額  ▲２,１４２,５１２円 

※削減額は、平成２２年度支給額との対比 

平成２３年度支給額   １０,８９９,８４５円 

平成２２年度支給額   １３,０４２,３５７円 

※平成２２年度支給額のうち、１,００３,９３９円は、

東日本大震災関係。 

 

削減時間  ▲１,０８０時間 

※削減時間は、平成２２年度時間外勤務手当支給時間との

対比 

平成２３年度支給時間   ５,１１７時間 

平成２２年度支給時間   ６,１９７時間 

※平成２２年度支給時間のうち、４４６時間は、東日本

大震災関係。 

 

※削減額及び削減時間は、１－⑥に包含し、集計。 

 

○ 

⑥ 病院事業会計制度

の見直し 

 

（市民病院） 

企業会計基準との整合性を図るために見直される地方公営企

業会計制度に併せて、病院事業会計規則を改正し、病院事業会計

における透明性の向上と自己責任の拡大を図る。平成２３年度は

そのための研究を行う。 

【新規】

平成２６年度予算及び決算から会計基準が見直されること

となったため、資料の収集及び改正後の貸借対照表について

試算した。 ○ 
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４ 第三セクター等の見直し（つづき） 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

⑦ 国保匝瑳市民病院

改革プランの推進 

 

（市民病院） 

病院改革プランの数値目標及び具体的な取組事項について推

進する。 

 

【新規】

 

・乳幼児の預かりサービスの実施 

・内臓脂肪ＣＴ検査の実施 

・アロママッサージの実施 

・医師確保を図るため医師紹介コンサルタント業者１３社と 

契約 

・ＡＢＣ分析による医療材料費の分析及び費用の削減 

・傘の預かりサービスの実施 

・意見箱の増設 

・意見箱に寄せられた意見と回答の掲示 

・意見箱に寄せられた建物・設備不具合の改修 

・外来医師診療担当表の病院バス、市内循環バスへの掲示及び

市施設情報コーナーへの常置 

・外来ホール設置テレビによる病院情報の広報 

・女性外来の新設 

・新たに１人の女性医師（非常勤）の招聘 

・ＭＲＩ装置、Ｘ線テレビ装置の更新 

・救急処置室の拡充 

 

○ 
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５ 財政の健全化 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

① 財政の健全化 

 

（財政課） 

歳出全般の効率化と予算配分の重点化を図る。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号５－１】

 

平成２２年度決算における財政指標 

・経常収支比率  ８２．０％ （▲ ６．４％） 

・公債費負担比率 １１．９％ （▲ １．４％） 

・実質公債費比率 １１．４％ （▲ ２．５％） 

・将来負担比率  ７２．６％ （▲１７．４％） 

・財政力指数    ０．５０８（▲ ０．０３） 

※（ ）は平成２１年度決算との比較 

 

○ 
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５ 財政の健全化（つづき） 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

② 市税等の確実な徴

収、滞納額の削減等 

 

（税務課、各課） 

市税の確実な徴収に努めるとともに、市民負担の公平性の確保

の観点から、滞納額の削減に努める。 

同様に、使用料、保育料、給食費等についても各課の連携の強

化等により、確実な収納に努め、滞納額の削減に努める。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号５－２】

 

平成２３年度実績 

滞納繰越分徴収総額 ２６３，０９６，６７８円 

市税（滞納繰越分） 

滞納額（Ａ） ７６６，７９８，３５２円

徴収額（Ｂ） １２０，５００，０５１円

徴収率（Ｂ／Ａ） １５．７１％

国民健康保険税（滞納繰越分） 

滞納額（Ａ） ８１０，２０９，４００円

徴収額（Ｂ） １３７，７２４，８４７円

徴収率（Ｂ／Ａ） １７．００％

保育所保育料（滞納繰越分） 

滞納額（Ａ） １８，３２５，２００円

徴収額（Ｂ） ２，８４０，４５０円

徴収率（Ｂ／Ａ） １５．５０％

給食費（滞納繰越分） 

滞納額（Ａ） １７，４５３，７２９円

徴収額（Ｂ） １，２００，８３０円

徴収率（Ｂ／Ａ） ６．８８％

市営住宅使用料（滞納繰越分） 

滞納額（Ａ） ３，８４６，２００円

徴収額（Ｂ） ８３０，５００円

徴収率（Ｂ／Ａ） ２１．５９％ 

○ 
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５ 財政の健全化（つづき） 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

③ 未利用市有地の適

正価格による売却

処分 

 

（財政課） 

 

未利用市有地の売却を行い、自主財源の確保に努める。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号５－３】

 

平成２３年度実績 

売却額   ７，１１２，５９７円 

 

（参考） 

平成２３年度売却額   ７，１１２，５９７円 

平成２２年度売却額   ３，１２４，００５円 

 

○ 

④ 使用料・手数料の改

定、使用料の減免基

準の見直し 

 

（財政課、各課） 

 

受益者負担の原則を徹底し、手数料・使用料の見直し、負担の

適正化を積極的に行うなど、自主財源の確保に努める。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号５－４】

 

施設等の使用料については、当分の間、合併協定書のとおり

とする。手数料については、法令等の改正に合わせて見直しす

る。 
× 
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５ 財政の健全化（つづき） 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

⑤ ホームページ等の

広告利用 

 

（秘書課、財政課） 

経費の削減には、自ずと限界があることから、安定した行政運

営を行うため、ホームページや広報紙への広告利用を促進し、自

主財源の確保に努める。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号５－５】

 

平成２３年度実績 

収入額  ４１９，０００円 

（内訳） 

広報紙     １２件   ２１５，０００円 

ホームページ   ０件         ０円 

市内循環バス   ２件   ２０４，０００円 

その他      ０件         ０円 

 

匝瑳市広告掲載に関する要綱（Ｈ１９．１２．２８制定）及

び匝瑳市広告掲載基準（Ｈ２０．１．１７制定）を策定し、平

成２０年４月から広報等で広告掲載を開始した。 

 

○ 

⑥ 補助金等の整理合

理化 

 

（財政課） 

行政の役割分担の明確化、費用対効果、経費負担のあり方等に

ついて検証し、終期の設定、補助金額の削減などの見直しを図る。

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号５－６】

 

平成２３年度実績 

補助金削減額  ▲１，８９７，０００ 円 

 納税貯蓄組合交付金 １，３５０，０００円ほか５件 

 

○ 

⑦ 枠配分方式による

予算編成 

 

（財政課） 

事業担当課が自らの権限と責任で予算を編成する枠配分方式

を推進し、より効率的かつ効果的な行政運営を図る。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号５－７】

 

平成２３年度実績 

削減額  ▲２２，０００，０００円 

※削減額は、平成２４年度予算額の平成２３年度予算額との

対比。 

 

○ 
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５ 財政の健全化（つづき） 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

⑧ サマーレビューの

実施 

 

（財政課） 

行政需要の変化等に対応するため、予算編成に向けて事業の見

直しや予算の洗い直しを行う。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号５－８】

 

平成２３年９月 サマーレビュー実施 

※サマーレビューは、平成２０年度当初予算編成から導入し

（平成１９年８月）、以来、毎年度実施。 ○ 

⑨ 公会計の整備 

 

（財政課） 

公会計に、原則として国の基準に準拠した発生主義の活用及び

複式簿記の考え方を導入し、公会計の整備を推進する。 

また、貸借対照表、行政コスト計算書、資金収支計算書、純資

産変動計算書の整備又は作成に必要な情報の開示を行う。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号５－９】

総務省が平成１９年１０月にまとめた「新地方公会計制度実

務研究会報告書」に基づき、平成２３年度末までに公表する。

平成２４年３月に、平成２０年度決算の財務諸表を公表し

た。 × 

⑩ 市民への財政状況

の情報提供  

 

（財政課） 

市民への財政状況に係る説明責任を向上させるため、歳入歳出

の状況や各種の財政指標などの一般的なデータのほか、バランス

シート等も含め、ホームページ等により積極的な公表を行う。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号５－１０】

 

・平成２３年５月１日及び１１月１日 

ホームページで市の財政状況を公表 

・平成２３年９月 

ホームページで平成２２年度決算に基づく健全化判断比

率を公表 

・広報そうさ６月号及び１１月号で市の財政状況等を公表 

 

○ 
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６ 市民参加による開かれた行政の推進 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

① 公正の確保と透明

性の向上 

 

（総務課） 

 

公正で開かれた市政と市民の市政への参加を促進するため、情

報提供に努める。 

また、行政手続の透明性の向上を図り、市民の意思が市政に反

映されるようパブリック・コメントを推進する。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号６－１】

パブリック・コメントを実施するための「匝瑳市パブリック

コメント制度に関する指針」を制定。平成２１年４月１日から

施行。 

○ 

② 電子自治体の構築 

 

（企画課） 

本市における情報化の推進と情報セキュリティ対策に関し総

合的かつ計画的に推進するため、行政と地域の情報化を総合的に

計画する情報化計画を策定するとともに、電子申請の導入検討、

「オンライン利用促進対象手続」のオンライン化及び利用促進に

努め、行政運営の効率化と質の高い行政サービスを提供し、市民

が便益を実感できる電子自治体の構築を推進する。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号６－２】

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号６－３】

 

匝瑳市情報化計画については、平成２３年９月策定済。 

各種行政手続オンライン化及び利用促進については、情報化

計画に基づき導入に向けて検討中。 

なお、税の申告手続等電子化については平成２２年度導入

済、電子調達業務については平成２３年度導入済。 
△ 
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６ 市民参加による開かれた行政の推進（つづき） 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

③ 庁内イントラシス

テムの拡充による

職員の情報共有の

推進 

 

（企画課） 

出先施設を含む庁内ネットワークを利用した内部情報系シス

テムの有効利用により職員間の情報共有を推進する。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号６－４】

 

出先施設を含む庁内ネットワークを利用した内部情報系システ

ムの有効利用により職員間の情報共有を推進した。 

グループウェア・・・掲示板、ファイルライブラリー等による職

員への情報提供 

庁用車管理、会議室予約等による施設

管理の一元化 

電子決裁システム・・・決裁状況照会等による決裁ルート及

び決裁情報の共有 

文書管理システム・・・公文書等の管理一元化を図り、課単位

で文書情報を共有 

財務会計システム・・・予算管理を一元化し、執行状況等課

単位での情報共有 

 

○ 

④ 地域協働担当部門

の決定及び地域協

働担当部門による

総合的な地域協働

の推進 

 

（総務課、各課） 

 

地域協働に関する施策の企画、総合調整等を行うための地域協

働担当部門を決定し、総合的に地域協働を推進する。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号６－５】

 

地域協働担当部門 未決定 

× 
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６ 市民参加による開かれた行政の推進（つづき） 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

⑤ 地域協働を実践す

るための職員の意

識改革 

 

（総務課） 

 

地域協働を実践するための基本である職員の意識を改革し、地

域協働の環境づくりを推進する。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号６－６】

 

未実施 

 

※地域協働担当部門の決定後に、同部門と歩調を合わせ実施

していくことが効率的であるため、同部門の決定後に実施

する。 

× 

⑥ 民間との事業の共

同実施等による協

働の推進 

 

（各課） 

行政と民間の役割を見直し、「民間にできることは民間に」と

の考え方に立ち、民間と協働を推進していくものとする。 

市と民間との間で協働に対する目的を共有した上で、民間との

事業の共同実施、民間への委託、民間への補助、民間との共催、

市の施設設備の提供等のさまざまな手法により協働を推進する。

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号６－７】

 

未実施 

 

※協働に対する全庁的な統一的な考え方等は地域協働担当

部門の決定後に、同部門が打ち出した後に実施する。 

 
× 
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６ 市民参加による開かれた行政の推進（つづき） 

改革項目 取組の内容 実績 
実施 

状況 

⑦ 公共工事の入札・契

約に係る情報公開

の推進 

 

（財政課） 

公共工事の入札・契約に対する市民の信頼を確保するため、「公

共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」及び「公共

工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」に

基づき、公共工事の入札・契約について、情報の公開をはじめと

する更なる適正化に取り組むものとする。 

 

【Ｈ１８～２２行革大綱整理番号６－８】

 

平成２３年４月１日千葉県電子自治体共同運営協議会が運

営する「ちば電子調達システム」の利用開始。平成２４･２５

年度入札参加資格審査申請を電子申請により行うことが可能

となった。（受付期間：平成２３年１０月～１２月） 

※１ 「千葉県電子自治体共同運営協議会」とは、千葉県及び

県内の市町村が、情報システム等の整備及び運営を共同で

行うことにより、電子自治体の実現を図り、もって県民の

利便性並びに千葉県及び市町村等の行政事務効率の向上

を寄与することを目的とした団体である。 

※２ 電子調達システムは、インターネットを介し、電子入札

や入札情報の公開を目的としたシステムであり、入札に係

る透明性・競争性の確保、コストの縮減、事務の効率化、

情報提供を目指すものである。 

 

○ 

（備考）「実施状況」の欄について 

◎：平成２３年度において新規に実施したもの 

○：平成２３年度において実施している（した）もの 

△：平成２３年度において一部実施している（した）もの 

×：平成２３年度において未実施のもの 
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